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A Study of Professional Training on Curriculum for Teachers at Nursery Schools
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③ コ ン サ ル テ ー
ション
・各保育所等の保育課程案への指導と助言 6
・３歳未満児／３歳以上児の月案や週案等の指導計画の様式についての改善案の助言（項目や分量の修正等） 8
・保育日誌や経過記録，児童簿等の保育の記録についての改善案の助言（項目や分量の修正等） 5
・担任保育士が記入した指導計画や保育日誌，経過記録の書き方についての助言と添削指導 2
・担任保育士が仮に記入した保育要録の書き方についての助言と添削指導 4
・ 指導計画，保育日誌，児童簿，経過記録，保育要録等の保育文書で重複している内容の整理と分量等の見直し，
文書の効率化の助言
5
研修対象 松江市保育研究会主任会，松江市保育研究会保育士部会，松江市公立保育所主幹会，邑智郡保育研究会，各保育所など
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ことが長年義務付けられており，要録はクラス担任
として責任を持って子どもを保育したことの証であ
り，自信を持って小学校に子どもを送り出し引き継
ぐための書類であることを自覚すると同時に，保育
者自身の自己研鑽のための自分の保育を振り返る文
書でもあるなど，要録の位置づけを説明した。
５）保育記録の軽減の方策
　松江市では３年間の保育要録を書くことになった
ため，クラス担任にとっては保育の文書負担が大き
くなった。しかし，園によっては指導計画の中に大
きな反省の欄があり，計画部分と反省部分の割合が
崩れている様式であったり，月案と週案が似た内容
の様式になっている実態があった。そこで従来の保
育文書を見直し，指導計画部分の文書か，保育実践
後の保育記録や子どもの経過記録なのかなどの位置
づけを確認し，書く分量を減らしたり，重複文書は
一本化するように文書の整理方法を助言した。保育
所は幼稚園に比べて文書を書くための時間がとれな
い実態があるため，書類の様式を整理することで事
務作業の効率化を目指すよう助言した。
６）若手保育者を指導し，保育所内で問題解決がで
きる体制作り
　保育要録などの記入文書から指導する方法は保育
者の力量が分かり，具体的に何をどう直せばよいの
かが理解しやすく，職員間でお互いに指摘し合いな
がら記述方法の良い点や改善点を自覚できるなど，
講義研修では気づかない相談形態の研修会の利点が
発見できた。このような研修から，若手保育者は保
育の文書関係の知識を習得し，中堅・主任は，若手
保育者を指導できる視点を身につけることができた
ようであった。また各保育所に合わせて作成すべき
文書の種類や様式を具体的に相談指導する過程で職
員が書類の位置づけや機能を理解し，指導計画等の
様式や保育に関する文書を変更・修正できるように
なった。このように，文書の書き方や文書整理の方
法などを園内で問題解決できる体制づくりの構築も
重要であることが分かった。
７）一貫性のある保育理論の共通理解
　保育のカリキュラムや保育の記録に関する研修会
の講義で必ず質問される内容が，「養護と教育の理
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解」や「教育の５領域の理解」，「保育士のねらいや
指導の意図を含めた指導・援助の書き方」，「子ども
を主体とし，子どもの育ちを伸ばすための保育の計
画や保育記録の書き方」であった。また保育要録は
子どもの経過記録であるが，松江市の様式には「指
導の重点等」の欄があり，ここに保育課程や指導計
画の年間計画を参考に書く必要があること，「指導
上参考となる事項」には保育者の指導も記述するこ
とから指導計画の内容が関連してくるなど保育要録
と指導計画は相互に関連のある文書となるが，その
点が理解されていない実状があった。それゆえ図5
のように「保育課程」「指導計画」「保育日誌や経過
記録」「保育要録」などの保育文書はすべて関連性
があり，子どもの発達や個人差に応じた保育を行う
ための計画とそれが実践できているかを検証するた
めの保育記録のつながりを意識しながら，保育者が
保育文書を作成する必要性を説明した。このように
保育現場では保育指針全般の理解から保育文書の関
連性を意識した文書作成を行う能力や保育カリキュ
ラムの理論を職員間で共通理解することが求められ
るのであり，それが保育者の自己研鑽と資質向上に
結びつくのである。
５．おわりに
　松江市乳幼児保育・教育サポート事業は，平成23
年３月で終了した８）が，この４年間のサポート事
業により研修意識の高まりが保育所職員間で広がっ
た。特にサポート事業の実施時期が保育指針改定時
と重なったことにより，保育研究会などの保育関係
団体や多くの保育所に保育指針に関する研修の機会
を提供することが可能となり，新指針に対応した保
育の体制が保育所内に整うこととなった。また保育
所職員が実際に書いた保育要録や指導計画，保育日
誌などの記録物をもとに書き方や内容を具体的に指
導することで，保育者本人の資質向上と主任・中堅
職員の若手への指導の視点を学習する機会が提供で
きた。このように，保育カリキュラムに関する研修
でも講義形式の研修会だけでなく，グループディス
カッションなどの演習形式やコンサルテーション形
式の研修会など，多様な形式で行うことが有益であ
ることが明らかとなった。保育所の悩みや実情に応
じて，一つ一つ応じて解決策を助言していく研修や
相談指導の方法も有効であり，保育所に個別訪問を
し，園の職員を巻き込んで議論し助言していくこと
で，次からは外部に相談をしなくても自分たちで解
決できる体制が整うことにつながるといえる。
　サポート事業終了後の保育所の現場では，例えば
新たに分園で０～２歳児保育をすることになり，保
育課程の編成案を見てほしい，３歳未満児クラスの
人数が大幅に変わり，指導計画の様式をどう対応さ
せていくかの助言がほしいなど，保育課程や指導計
画，保育日誌や経過記録，保育要録などの保育文書
の作成や修正についてのコンサルテーションを求め
られることがあった。また現在でも，松江市健康福
祉部子育て課主催で保育要録や指導計画，保育記録
に関する研修会を松江市の公私立保育所・幼稚園の
職員を対象に開催しているが，毎回100～150名ほど
の出席者があり，保育者の関心の高さがうかがえる。
松江市ではより多くの保育者が要録を書く必要があ
り，新卒者が保育所や公立幼稚園の臨時・講師とし
て次々就職している中で，研修会を通して要録の書
き方を保育者全員が理解する必要性がある。要録の
書き方の参考図書は多数出版されているが，研修会
では要録の位置づけと意義を理解した上で，保育課
程や指導計画の計画部分と保育日誌や経過記録など
の記録の部分との関連を意識しながら，最終的に保
育要録にまとめていくことを講義や質疑応答の中で
深めていった。それは保育課程，指導計画，保育記
録，保育要録などの保育文書を各々個別に作成する
のではなく，相互に関連性を持たせて文書化するこ
とが必要であり，図5のような一貫した保育を行う
ための保育カリキュラムに関する理論を保育者が理
解することが求められるからである。
　平成20年の保育指針改定のような変革期には保育
現場においては新体制への対応を考える必要がある
が，指針の考え方をどのように運営体制に具体的に
下ろしていくかは保育現場に任されている。保育現
場において対応方法が分からない場合は大学等の保
育者養成機関の教員が専門アドバイザーとなり，保
育現場に助言するなどの役割も必要となる。今回の
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松江市の保育要録の様式決定の際には，要録の研修
会を行なったことから，保育現場でどのような要録
の様式にするのが望ましいかが話し合われ，保育者・
行政間で様式を決定することができた。これは，保
育者養成校が保育現場から求められる研修を行うこ
とにより，保育現場で保育者自身が自己決定するた
めの保育カリキュラムの理論を習得できたためだと
思われる。保育者養成機関は保育者に求められる専
門的知識や技能を習得した人材を送り出すだけでな
く，送り出した人材の再教育と保育現場に必要とさ
れる専門的知識の提供を，研修の機会を通じて保育
現場に還元していく視点を持つことも重要であると
思われる。
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注
１）近藤幹生（2008）「保育の質的向上と園運営の
課題」『現代と保育』70号，ひとなる書房，p.54-55.
２）日本保育学会（2011）保育学研究第49巻第３号
p.88-93.
３）松江市は，平成28年度において人口が20万人弱
のうち，認可保育所が74園も設置されており，全
国的にみて子育て支援が進んでいる地域である。
また松江市は幼保一元化を進めており，幼稚園と
保育所の行政窓口を松江市健康福祉部子育て課に
一本化しており，公立幼稚園・保育所間の職員人
事交流や公立幼保園の設置なども積極的に行って
いる。
４）松江市乳幼児保育・教育サポート事業は，平成
17年７月から２年間，文部科学省委嘱調査研究事
業として実施された「幼児教育支援センター事業」
の後続事業であり，松江市単独事業の形で継続実
施されたものである。詳しくは，松江市健康福祉
部子育て課（2011）平成22年度松江市乳幼児保育・
教育サポート事業報告書.p.1-18を参照。
５）筆者の松江市保育サポーターとしての専門領域
は，保育指針や教育要領，カリキュラム，保育研
究などの分野であり，短大では保育士・幼稚園教
諭の必修科目である「保育原理」「保育内容総論」
「保育課程論」「保育者論」「教育方法の研究」を
担当している。
６）松江市保育研究会とは松江市内の公立・私立の
認可保育所で構成する保育研究会のことで，所長
会，主任会，保育士部会などの様々な部会から構
成され，定期的に研究会を行っている。松江市の
場合，松江市保育研究会が保育現場に強い影響力
を持っており，保育現場の研修の提供や保育所間
の意思疎通の組織として有効に機能している。
７）全国社会福祉協議会（2008）新保育所保育指針
を読む〔解説・資料・実践〕 全国社会福祉協議会. 
p.98-102.
８）松江市乳幼児保育・教育サポート事業は，平成
23年３月で終了し，特別支援関係については平成
23年４月に新設された「松江市発達・教育支援セ
ンター」に相談事業を移管し，幼稚園や保育所，
家庭を対象に巡回相談や特別支援に係る研修会の
実施などを行っている。保育関係に関する研修は，
松江市健康福祉部子育て課が毎年実施する研修会
などに引き継がれている。
（受稿 平成28年10月19日， 受理 平成28年11月24日）
